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山江村デジタル健康ポイント事業公募型プロポーザル実施要領 

 

１．目的 

 山江村では、全国的に医療費の増大が社会的な課題となる中、本村においても

一人当たり医療費が伸長し、住民の 63%に運動習慣がないなど、生活習慣病のリ

スクが高い状況にある。この状況を改善し、「全ての国民が健やかで心豊かに生活

できる持続可能な社会の実現」という健康日本 21（第 3次）のビジョンを達成す

るため、多様な担い手の連携とテクノロジー活用を強化する。 

本事業は、ICT を積極的に活用し、ウェアラブルデバイスや専用アプリを通じ

て健診データや日々の活動量等を一元的に収集・管理する環境を構築するもので

ある。これにより、個人の健康状態を数値やグラフ等で「見える化」するととも

に、デジタルＰＨＲによる「個別最適化支援」の構築、ポイント（インセンティ

ブ）による「健康無関心層」の行動変容促進による自主的な健康づくりの継続と

PDCAサイクルの構築を図るものである。これらを通じて生活習慣病の重症化予防

を促進し、医療費の適正化及び住民の健康寿命の延伸を目的とする。 

 

２．業務委託の概要 

（１）業務の名称  

山江村デジタル健康ポイント事業 

（２）業務の内容   

別紙「山江村デジタル健康ポイント事業業務委託仕様書」 

（３）契約期間   契約締結の翌日から令和９年３月３１日まで 

  ※本事業の実施状況、参加状況および成果等を踏まえ、本村が必要と認める

場合は、協議の上、翌年度以降も契約を更新（継続）できるものとする。 

（４）契約上限額  ９,７００,０００円（消費税及び地方消費税含む） 

 

３．委託予定者選定方法 

 公募型プロポーザル方式により選定とする。 

 

４．参加資格 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該

当しないこと。 

（２）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第２号に規定する暴力団でないこと。また、同条第６号に規定

する暴力団員が経営に事実上参加していないこと。 

（３）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）及び民事再生法（平成１１年法

律第２２５号）に基づく更生手続き等開始の申し立てがなされている者で

ないこと。 

（４）破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続き開始の申立てをし

ている者でないこと。 



（５）本業務を遂行するために必要とされる業務経験等を有した者を従事させる

ことができる者であること。 

（６）国税及び地方税の滞納がないこと。 

（７）提案仕様書の内容を熟知し十分に理解したうえで、本公募型プロポーザル

に参加できること。 

 

５．選定スケジュール 

項  目 日  程 

公募開始 令和８年８月２４日（月） 

質疑受付 令和８年８月２６日（水）正午必着 

質疑回答 令和８年８月２８日（金） 

参加申込・提案書等の提出締切 令和８年８月３１日（月）午後５時必着 

参加辞退 令和８年８月３１日（月）午後５時必着 

本審査プレゼンテーション 令和８年９月１５日（火）予定 

本審査結果の通知 令和８年９月１６日（水）予定 

※事務上の都合により、日程を変更する場合がある。 

 

６．提出書類及び提出方法 

（１）質疑受付 

① 提出期限 令和８年８月２６日（水）正午必着 

② 提出書類 質問票（様式９） 

③ 提出方法 電子メールにて送信すること。また、電子メールの件名

は「山江村デジタル健康ポイント事業業務委託プロポー

ザルに関する質問」とすること。 

④ 質疑回答 令和８年８月２８日（金）に質問事項の回答全てを取り

まとめて、山江村公式ウェブサイトへ掲載する。口頭に

よる質問の受け付けは行わない。 

 

（２）事業提案参加申し込み 

① 提出期限 令和８年８月３１日（月）午後５時必着 

② 提出書類 参加申込書（兼誓約書）（様式１） 

会社概要（任意様式）※パンフレット等でも可 

③ 提出方法 郵送又は持参。郵送の場合は配達されたことが証明でき

る方法とすること。 

  



（３）参加辞退 

① 提出期限 令和８年８月３１日（月）午後５時必着 

② 提出書類 辞退届（様式３） 

③ 提出方法 郵送又は持参。郵送の場合は配達されたことが証明でき

る方法とすること。 

 

（４）事業提案書等提出 

① 提出期限 令和８年８月３１日（月）午後５時必着 

② 提出部数 ７部（押印した正本１部）、副本６部。副本は正本のカ

ラーコピー可。 

③ 提出書類 事業提案届出書（様式２） 

業務実施体制調書（任意様式） 

事業提案書（任意様式） 

業務工程表（任意様式） 

業務実績書（任意様式） 

見積書（任意様式） 

④ 提出方法 郵送又は持参。郵送の場合は配達されたことが証明でき

る方法とすること。 

⑤ 留意事項 ・提出書類は日本工業規格によるＡ４判の規格、２穴綴

じとし、簡易な綴じ方とすること。横書き、文字サイズ

は１１ポイント以上とする。ただし、図表はこの限りで

はない。 

・事業提案届出書は、正本に添付すること。 

・事業提案書は、仕様書に示す内容に沿って作成するこ

と。 

・業務工程表は、作業項目ごとに示した工程表を作成す

ること。 

・業務実績書は、過去（最低５年間）の受託実績につい

て記載すること。 

・見積書は、項目ごとの経費を積算した内訳書を添付す

ること。合計額には、消費税及び地方消費税を含むもの

とし、契約限度額を超える金額の場合は失格とする。 

 

７．審査及び選定方法 

（１） 審査方法 

・事業提案書の内容について、本審査（プレゼンテーション）を実施する。 

 本審査は、令和８年９月１５日（火）予定。 

・提案者が１者のみの場合でも審査を行い、必要な条件を満たしていれば選定

する。 

・本審査の実施場所及び時間は、応募状況を確認した後、速やかに通知する。 



・本審査の出席者は３名以内とする。 

・本審査の時間は発表時間を２０分以内、質疑の時間を１０分以内とする。 

・審査の結果は、決定後速やかに通知する。 

※プレゼンテーションでプロジェクター等が必要な場合は、担当課に事前に 

連絡すること。電源、プロジェクター、スクリーンについては山江村で用意 

するが、パソコンについては各参加事業者にて準備すること。 

 

（２）選定方法等 

 ・審査基準は別紙「評価基準」のとおり。 

 ・評価基準により審査を行い、最も評価点の高い者を第一優先交渉権者とす

る。ただし、選定にあたり、評価点が同点の者が２者以上あるときの対応は

以下のとおり。 

①見積価格が異なる場合、見積価格が低い者を上位とする。 

②見積価格が同じ場合、審査委員長の審査を基に上位者を決定する。 

 

８．失格事項 

次のいずれかに該当する場合は失格とする。 

（１）参加資格要件を満たさなくなった場合。 

（２）事業提案書等が提出期限を過ぎて提出された場合。 

（３）審査の公平性を害する行為及び提案にあたり、著しく信義に反する行為が

あった場合。 

（４）その他、本要領に定める手続きを遵守しない場合。 

 

９．契約 

第一優先交渉権者と詳細な業務の内容及び契約条件について本村と協議・合意

したのちに委託契約を締結する。なお、第一優先交渉権者との交渉が不調に終わ

った場合は、次点とされた者と交渉する場合がある。 

 

１０．留意事項 

（１）提出された業務提案書等は返却しない。 

（２）本プロポーザルの参加に要する経費は、すべて参加者の負担とする。 

（３）提出された書類は、公平性、透明性及び客観性を期するため公表すること

がある。 

（４）電子メール等の通信事故については、本村はいかなる責任も負わない。 

 

１１．担当部署（書類等提出先） 

（１）所在地       〒８６８－８５０２ 

熊本県球磨郡山江村大字山田甲１３５６番地の１ 

（２）担当部署      山江村役場 健康福祉課  

（３）担当係       保健衛生係 



（４）電話番号      ０９６６－２４－１７００（直通） 

（５）ＦＡＸ番号     ０９６６－２４－５６６９ 

（６）電子メールアドレス hoken-eisei@vill.yamae.lg.jp 


